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1. 公共工事の生産性向上　
（1）適正工期と条件明示
 ①「工期に関する基準」を遵守した適切な工期設定、条件明示の適正化を新たに表明　（NEXCO、JRTT）
 ②概略工程表と施工条件リストを、入札公告時に開示　【全地整へ展開】
 ③「施工条件図」を入札公告時に開示するなど条件明示の内容を改善　【近畿】
 ④「施工条件確認会議」「工程調整会議」「設計変更審査会」等を特記仕様書などに明記　【全地整へ展開】
 ⑤工事一時中止に伴う適切な工期延伸と工事費の増額変更、かつ必要な工期短縮に係る適切な設計変更　【全地整で再確認】
 ⑥工期短縮策としての施工パーティー数の増は、極力避ける　【全地整で確認】
（2）施工の効率化（プレキャスト工法）
 ①プレキャスト工法の適用を更に拡大　（NEXCO）
 ②標準化や新たな評価指標を検討する産官学による検討会を始動　【近畿】
 ③工期短縮や安全性・施工性等を加えて従来工法との比較を開始　【中国】
 ④省人効果やVFMなど新たな評価指標の導入、試行（今年度 8件）、PCa一括採用試行工事に向けた検証　【北陸】
（3）監督・検査の合理化（遠隔臨場、書類簡素化・デジタル化）
 ①遠隔臨場は、発注者指定型（発注者負担）を原則化　【全地整】（東京都、愛知県、広島県）
 ②遠隔臨場を既済検査や中間技術検査等で試行導入　【関東、北陸、中部、近畿、四国】
 ③検査書類限定型工事をすべての工事を対象に制度化　【全地整へ展開】
 ④工事関係書類の適正化指針の作成など提出書類の削減等、更に改善　【北海道、北陸、四国、九州】
 ⑤先進的な受発注者情報共有システムHi-TeLus（ハイテラス）の本格導入　（阪神高速道路）
（4）新技術の活用（自動自律施工、PRISM、BIM/CIM）
 ①BIM/CIMのすべての詳細設計で原則活用、これに係る工事で活用　【全地整に展開】
 ②建設サイクル全体にわたり BIM/CIMを利活用するため、有識者を交えた検討会を設置　【中国】
 ③3次元情報活用モデル事業にて BIM/CIMに対応した監督・検査要領（案）の作成　【北陸】
 ④ICT 等の生産性向上の技術提案を、技術提案評価型（S型）の指定項目に原則化　【東北】
 ⑤ICT 人材育成（仮称）表彰の創設（表彰者は翌年の総合評価にて加点）　【北陸】
 ⑥生産性向上技術を総合評価（技術提案型）での評価項目の指標に追加　（東京都、徳島県）

2. 処遇改善等を通した担い手の確保　
（1）技能者の処遇改善（CCUSの活用促進等）
 ①CCUS義務化モデル工事を原則すべての一般土木WTO発注に適用、CCUS活用推奨モデル工事の拡大　【全地整】
 ②CCUS活用促進策の拡大　（NEXCO、阪神高速道路、JRTT、水資源機構、UR、23地方自治体）
 ③「労務費見積り尊重宣言」促進モデル工事を拡大　【全地整】
（2）週休二日の実現
 ①週休二日モデル工事の発注者指定型をすべての工事等に適用　【全地整】
   （NEXCO、UR、東京都、神奈川県、愛知県、三重県、福井県、滋賀県、大阪府、兵庫県、徳島県）
 ②本官工事は、「完全週休二日」モデル工事とする　【中部】／トンネル工事に「完全週休二日」モデル工事を導入　【四国】
 ③週休二日モデル工事の閉所状況等を、1カ月ごとに把握する取組みを開始　【近畿】
 ④閉所困難工事は、維持工事以外の大型工事においても、発注者指定型にて交替制モデル工事を適用　【東北、北陸、近畿、四国、九州】
 　プレキャストや施工機械の大型化など施工加速化策の導入　【全地整】（NEXCO）
（3）技術者要件の緩和（若手・女性・下請企業）
 ①（若手技術者の育成を図る）取り組み易い東北地整方式の専任補助者制度の導入　【中国、四国】
 ②（同）監理技術者育成交代モデル工事の対象拡大　【関東】
 ③下請企業の主任技術者の資格要件緩和は、本省へ相談する　【全地整】

3. 国土強靱化 5か年加速化対策の対応と品確法の的確な運用　
（1）品確法の的確な運用
 ①設計変更ガイドラインに基づく適切な契約変更の現場への徹底を確認　（JRTT）
 ②契約変更時期の適正化を確認　（NEXCO）
（2）計画的な早期執行
 ①四半期ごとに 1年通期の発注予定を公表、3年先の大型構造物工事の展開予定や主要諸元を公表　（NEXCO、首都高速道路）
 ②四半期ごとの発注予定に加え、年度をまたぐ発注予定を公表　【中部】
 ③適正な予算規模と適正な工期を確保した発注に更なる努力を表明　【全地整】
 ④一括審査方式における配置予定技術者の複数申請　【九州】
 ⑤ECI 方式に「工期の設定が困難な工事」の適用を検討　【近畿、中国】
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整備局会場 日建連本部会場

表　意見交換会の開催日、出席者数

≪日建連出席者≫
●押味至一土木本部長
●清水琢三土木本部副本部長
●竹中康一土木本部副本部長
●新井英雄土木本部副本部長
●小池剛専務理事
●茅野正恭公共工事委員長
●田中茂義公共契約委員長
●佐藤健人公共積算委員長
●池田謙太郎インフラ再生委員長
●伊勢田敏常務執行役

開催日
（時間90分） 地区

出席者数

国交省 自治体 
（県・政令市） 関係機関 （民間） 

オブザーバー

整備局長等 県土木部長等 NEXCO支社長等 電力ガス JR

① 5月12日（水） 関東地区 6人 14人 6人 2人 1人
② 5月17日（月） 中部地区 16人 7人 3人 1人 1人
③ 5月18日（火） 関西地区 11人 11人 7人 1人 1人
④ 5月24日（月） 四国地区 11人 5人 3人 1人 1人
⑤ 5月27日（木） 中国地区 13人 7人 2人 1人 -
⑥ 6月1日（火） 東北地区 12人 7人 2人 1人 -
⑦ 6月3日（木） 北海道地区 13人 9人 5人 1人 1人
⑧ 6月8日（火） 北陸地区 13人 4人 2人 1人 -
⑨ 6月15日（火） 九州地区 14人 11人 3人 1人 1人

合計 109人 75人 33人 10人 6人
総計 233人

国10機関、都道府県47、政令市等21、関係機関29、オブザーバー16　計123機関　
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